
No.104
株式会社 ムトウ コンサルティング統括部

札幌市北区北１１条西４丁目１番地 電話〔直通〕011-728-6114
https://www.wism-mutoh.jp/business/consulting/

令和４年８月

令和４年度の税制改正で、免税事業者の適格請求書発行事業者の登録手続きについて
見直しがあったと聞きましたが、改正の内容を教えてください。
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今年度の税制改正で、免税事業者がインボイス制度施行日から令和11年９月30日までの
６年間、期の中途から適格請求書発行事業者の登録ができる経過措置が設けられた｡

これにより、免税事業者が登録の必要性を見極め柔軟なタイミングで適格請求書発行事
業者となれますが、登録の取消しについては事業者免税点制度の適用が制限されます。

（１）免税事業者の課税期間の中途における適格請求書発行事業者への登録

①　適格請求書等保存方式では、課税資産の譲渡等について適格請求書を交付する課税事業者は、あらかじめ所轄税
務署長に適格請求書発行事業者の登録申請書を提出しなければなりません。
②　このうち、免税事業者が課税事業者となる課税期間の初日から登録を受けようとする場合には、その課税期間の
初日の前日から起算して１月前の日までに提出することとされていました。
③　なお、免税事業者が登録を受けるためには、原則として消費税課税事業者選択届出書を提出し、課税事業者にな
る必要がありますが、登録日が令和５年1 0月 1日の属する課税期間中である場合は、経過措置により課税選択届出
書を提出しなくても、登録を受けることができます。

（２）改正前の取扱い

　基準期間の課税売上高が5 , 0 0 0万円以下で、簡易課税制度を選択する手続きの原則は、適用を受ける課税期間の初
日の前日までに「消費税簡易課税制度選択届出書」を提出しなければなりません。
　しかし、（１）の登録を受ける免税事業者が登録日の属する課税期間中にその課税期間から簡易課税制度の適用を受
ける旨を記載した「消費税簡易課税制度選択届出書」を提出した場合には、その課税期間の初日の前日に提出したも
のとみなされる経過措置が設けられています。

（４）免税事業者が（1）の登録を受ける場合の簡易課税制度の選択手続き

（３）改正前後の比較

　免税事業者は、経過措置が適用される令和５年1 0月１日の属する課税期間を除き、課税期間の中途から登録を受け
ることができません。

　免税事業者は、今年度の改正によりインボイス制度施行後６年間は消費税課税事業者選択届出書を提出することな
く、期の中途から適格請求書発行事業者の登録が可能となりました。

2 適格請求書発行事業者の登録の取消しと事業者免税点制度の適用の制限

1 令和４年度税制改正による免税事業者の適格請求書発行事業者の登録手続きの見直し

　免税事業者が令和５年10月１日から令和11年９月30日までの日の属する課税期間中に適格請求書発行事業者の
登録を受ける場合には、経過措置が適用される令和５年10月１日の属する課税期間を除き、その登録日から適格請
求書発行事業者となることができることとされました。

　上記１（１）の適用を受けて登録日から課税事業者となる適格請求書発行事業者（その登録日が令和５年1 0月
１日の属する課税期間中である者を除きます。）のその登録日の属する課税期間の翌課税期間からその登録日以後
２年を経過する日の属する課税期間までの各課税期間については、免税事業者となることはできません。

【改正前（12月決算法人の場合）】

【改正後（12月決算法人の場合）】

令和５年12月期

免税事業者 免税
事業者

適格請求書
発行事業者
（課税事業者）

適格請求書発行事業者
（課税事業者）

適格請求書発行事業者
（課税事業者）

令和６年12月期 令和７年12月期 令和８年12月期

適格請求書発行事業者の登録申請書提出

登録日（７/1）

令和５年12月期

免税事業者 免税事業者 適格請求書発行事業者
（課税事業者）

適格請求書発行事業者
（課税事業者）

令和６年12月期 令和７年12月期 令和８年12月期

適格請求書発行事業者の   
登録申請書提出期限（11/30）

課税事業者選択届出書
提出期限（12/31）
登録日（1/1）
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いろいろある租税特別措置法の中で、最も使われているのは中小企業の法人税率の特例
だと聞きましたが、適用件数が多いものは他にどのようなものがありますか。
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法人税関係の租税特別措置の適用件数上位には、中小企業者等向け措置が多いのが目立
ち、中小企業者等の法人税率の特例が最も多く992 , 1 54件、中小企業者等の少額減価
償却資産の取得価額の損金算入の特例が第２位で643 , 069件と続いている。

医療関係では、医療用機器等の特別償却の適用件数が一番多く451件となっている。

①　財務省は、毎年法人税関係の租特の適用に必要な適用額明細書の提出があった法人数、適用額を取りまとめ国会
に報告しており、最新の令和２年度（２年４月１日から３年３月１日までの間に終了した事業年度）分が令和４年
１月に提出されましたが、適用件数の多い順に1 0措置を拾い、併せて、令和元年分、平成3 0年分の適用件数、適
用額を一覧表にまとめたものが（２）の表です。
②　適用件数の順位は各年度とも概ね同様で、中小企業者等向けが６措置と多く利用されています。
③　４位の給与等の引上げ及び設備投資を行った場合の法人税額の特別控除は、大企業向けと中小企業向けの措置を
合わせた件数で、内訳は大企業向け6,126件、中小企業向け93 , 229件でした。

　租税特別措置の適用実態調査の結果に
関する報告書から、医療関係の３措置の
年度別適用件数、適用額をまとめると右
の表のようになります。適用件数では、
医療用機器等の特別償却が一番多いもの
の年度別では減少傾向にあり２年度は
4 5 1件で、他の２年度の件数は、特定の
医療法人の法人税率の特例2 0 0件、社会
保険診療報酬の所得の計算の特例 6 1件
となっています。

（１）財務省の「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」

（２）租税特別措置の適用件数上位1 0措置一覧

1 租税特別措置の適用実態調査報告書にみる適用件数の多いもの

2 医療関係の租税特別措置の適用実態調査

【（12月決算法人の場合）】

措　置　名

「医療用機器等の特別償却」　

「特定の医療法人の法人税率の特例」

「社会保険診療報酬の所得の計算の特例」

年度 適用件数 適用額（億円）
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度

４５１
５１３
６１７
２００
２１３
２１２
６１
５９
４１

   １８
１７
２６
３５０
３６３
４２４
４
５
３

順位 措　置　名

１

年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度
２年度
元年度
30年度

 ９９２，１５４
９８９，２５１
９６０，１０３
６４３，０６９
５８６，０１３
 ５４９，９４０
２３０，９６２
２１４，２７１
１９９，０８７
９９，３５５

１２９，８３１
１３１，２０１
２６，１６６
２８，３３９
２８，３１１
２２，８９４
２５，５９１
２６，３２３
１７，９３３
１７，１３６
１６，１４３
１５，７４２
１７，３２５
１８，６１３
９，２３０
９，７２６

１０，２４１
７，３３７
８，８３４
７，８５６

３９，１７５
３９，２２６
３７，６６２
３，６０７
３，４１５
３，１４８
２，７８０
２，５４９
２，４１１
１，６５０
２，２８９
３，５２５
１６３
１８３
１８６

１，９９９
２，３３８
２，４０８
１０４
６４
７１

４，７４２
５，６８５
６，０８３
５，０５３
５，５７４
６，２１６

９６
１３９
１４１

適用額（億円） 適用件数

「中小企業者等の法人税率の特例」

２
「中小企業者等の少額減価償却資産の取得
価額の損金算入の特例」

３
「特定の基金に対する負担金等の損金算入
の特例」

４
「給与等の引上げ及び設備投資を行った場
合等の法人税額の特別控除」

５
「中小企業者等が機械等を取得した場合の
法人税額の特別控除」

６
「中小企業者等が機械等を取得した場合の
特別償却」

７
「認定特定非営利活動法人等に対する寄附
金の損金算入の特例」

８
「中小企業者等が特定経営力向上設備等を
取得した場合の特別償却」

９
「試験研究を行った場合の法人税額の特別
控除」

１０
「中小企業者等が特定経営力向上設備等を
取得した場合の法人税額の特別控除」

令和５年12月期

免税事業者 適格請求書発行事業者でない
（課税事業者）

適格請求書発行事業者
（課税事業者）

課税売上高
1,000万円以下

課税売上高
1,000万円以下

適格請求書発行事業者でなくなったとしても事業者免税点
制度を適用しない（課税事業者が強制される）

適格請求書発行事業者でない
（課税事業者）

令和６年12月期 令和７年12月期 令和８年12月期

適格請求書発行事業者の登録の取消し
を求める旨の届出書提出期限（12/1）

登録日（1/1） 登録の効力消滅（1/1～）


